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平成２３年 ３月 東日本大震災発生

平成２４年 ６月 旧庁舎の耐震診断調査を再度実施
１１月 区議会に耐震診断結果（Is値最小値：0.23）と耐震補強案（5案）の概要を報告
１２月 耐震補強に加えて建替えによる耐震化の検討のため新庁舎等の整備について提案を公募

平成２５年 ５月 庁舎の耐震化について検討するため区議会に庁舎問題特別委員会を設置
９月 区議会「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」

１２月 区議会や外部専門家の提言を踏まえ優先交渉事業者を選定
・三井不動産株式会社(代表企業)
・三井不動産レジデンシャル株式会社
・株式会社日本設計

平成２６年 ３月 区議会の議決を経て区と選定事業者が「新総合庁舎等整備事業に関する基本協定」を締結
４月 新庁舎・新公会堂の設計に着手

１１月 「渋谷区新庁舎及び新公会堂整備計画（案）」作成と意見募集開始

平成２７年 ２月 「渋谷区新庁舎及・新公会堂施設計画」公表
３月 区議会の議決を経て区と事業者が「新総合庁舎等整備事業に関する基本協定」の変更を締結

１０月 「新庁舎及び新公会堂の施設性能の要求水準」の締結
・三井不動産株式会社(代表企業)
・三井不動産レジデンシャル株式会社
・株式会社日本設計

「一般定期借地権設定契約」の締結
・三井不動産株式会社(代表企業)
・三井不動産レジデンシャル株式会社

１１月 旧庁舎・旧公会堂解体工事着手

平成２８年 ９月 新庁舎・新公会堂新築工事着手

平成２９年 ４月 住宅棟新築工事着手

平成３０年１０月 新庁舎竣工・引渡し

平成３１年 １月 新庁舎開庁
５月 新公会堂竣工・引渡し（予定）

※こけら落としは秋頃に予定

平成３２年 ９月 住宅棟竣工（予定）

１ 建替えの経緯

事業スケジュール

・渋谷区では公共施設の耐震化について、学校施設の建替えや耐震化はもちろん、保育園や区民施設の建替え
等に全力で取り組んできましたが、庁舎については震災後にも業務継続機能（BCP）を確保するために十分
な耐震性能を確保できていませんでした。

・そのため、来るべき大地震に備え、庁舎の倒壊を防ぎ震災後にも行政機能を確保し、区政の中枢機能を麻痺
させないこと目的とし、まずは長寿命化を図るため平成7年に耐震診断を行い必要な耐震強化を行いました。

・しかし、東日本大震災に遭遇し、再度耐震診断を実施したところ、建物の劣化はさらに進んでおり、震災時
の活動拠点としての耐震基準値（Is値0.75）よりはるかに低いIs値0.23であったため、庁舎のBCPの確保
を区の最優先課題と位置づけ、老朽化した庁舎の耐震化（耐震補強や建替え）の検討を行いました。

・耐震補強では耐震ブレースによる事務スペースの狭隘化や業務を実施しながら工事を行うための工期の長期
化によるサービス低下が避けらず、老朽化した設備機器の更新と併せて巨額の財政支出も見込まれました。

・一方、建替えにも多額の費用が見込まれますが、区有地に定期借地権を設定し建替え費用を賄う手法につい
て検討を行い、庁舎・公会堂の敷地の一部を民間企業に貸し付けることで財政負担を軽減できるとの見込み
から、平成24年(2012年)12月に「工期が短く、区の財政負担が最小限であること」を柱とした公民連携に
よる建替えの事業手法について提案の公募を行いました。

・公募の結果、区の財政負担なしで建替えを実現する提案が複数なされました。そこで、区議会とも協議のう
え区が定期借地権を設定する対価として、民間事業者が区の庁舎等建築費の負担をゼロとする庁舎等建設を
行うこととしました。検討の結果、区にとって最も有利と考えられる提案を選定し、建替えを行いました。
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旧庁舎・旧公会堂の敷地面積 12,418㎡

2 基本的な事業スキーム

建替え前

建替え後

〈旧庁舎・旧公会堂〉

＜事業方式＞

今回の事業手法は、公募により選定された事業者が、旧庁舎・旧公会堂の敷地の一部に70年の定期借地権
設定による対価を得て、新庁舎・新公会堂を建設するものです。このことによって区の庁舎建築費の負担を
ゼロとします。

事業者は、定期借地敷地に分譲マンションを建設・分譲し、定期借地期間終了後、区に土地を更地返還し
ます。

旧庁舎・旧公会堂の敷地面積：12,418㎡
（※うち定期借地敷地面積：4,565㎡）

〈新庁舎・新公会堂〉

＜配置図＞

＜配置図＞

敷地面積：12,418㎡ （※うち定期借地敷地面積：4,565㎡）
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必ず来るであろう地震に備えて、新庁舎では「安全・安心」を実現します

・ 来庁者・職員の生命を守るため、高い耐震性能を備え、震災後にも区の中枢機能を維持できる災害対応機能を整備
・ 防災備蓄倉庫を設置し、帰宅困難者の受け入れ窓口についても対応

・ 将来のフレキシブルな行政運営に柔軟に対応
・ 区民に身近で親しみやすい区議会をレイアウト

・ 自然エネルギーや省エネ機器を活用し優れた環境性能を持つスマート庁舎を実現

防災備蓄倉庫の設置

電源の多重化・自家発電設備設置による電力の
バックアップ機能の強化

受水槽設置による被災時の飲料水の確保

LED照明や高効率空調システムの採用

非常用汚水槽設置による被災時の排水機能の確保

免震構造の採用 防災センターと連携した防災拠点機能の設置

緑化や高断熱ガラスによる建物断熱性能の向上

BEMS（ビルエネルギー管理システム）の導入

太陽光等の自然エネルギーを積極的に活用

ICT化の推進と徹底した情報管理のための高い

セキュリティ性能の具備

自然採光・自然通風等の自然環境を効率的に活用

中圧ガス管の引込みによる被災時のガス供給の確保

現在の業務や事業の維持・充実

被災後の復興活動の拠点となる空間の計画

高齢者・障がい者向けの相談機能の強化

「待たない・移動しない・わかりやすい」窓口
だれにもわかりやすく安全・安心に利用できる

ユニバーサルデザインの採用

区民が訪れやすく傍聴しやすい議場の整備

雨水の再利用（トイレ洗浄水等の中水）

3 整備計画

3-1 整備目標

安全・安心

環境にやさしい

機能性
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所在地：渋谷区宇田川町1-1（地名地番：渋谷区宇田川町28番20、28番80、96番1、96番２）
用途地域：商業地域
防火指定：防火地域
法定容積率：500％
法定建蔽率：80％

3-2 計画概要

交流のフロア

企画・総務のフロア

防災・安全のフロア

地域・健康・スポーツのフロア

税・国保のフロア

福祉政策のフロア

子育て・教育のフロア

暮らしの手続きのフロア

福祉手続き・相談のフロア

ロビー

財務・ＩＣＴのフロア

まちづくりのフロア

まちづくりのフロア

庁 舎

敷 地 面 積 約 7,853㎡

建 築 面 積 約 2,232㎡

延 べ 面 積 約 31,930㎡

建 物 高 さ 70.46m

階 数 地上15階・地下2階

構 造
鉄骨造

鉄骨鉄筋コンクリート造

竣 工 日 平成30年（2018年）10月

開 庁 日 平成31年（2019年）1月

公会堂

建 築 面 積 約 2,228㎡

延 べ 面 積 約 9,713㎡

収 容 客 数 約 2,000人

階 数 地上6階・地下2階

構 造
鉄筋コンクリート造

一部鉄骨造

竣 工 予 定 平成31年（2019年）5月

開 館 予 定 平成31年（2019年）10月
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1F★エントランス

2F★エントランス

①②

A B

1F東★

A

B

2F★

※2019.5竣工予定

※2020.9竣工予定

★1F西

2F北側動線

1F東側動線

・ 新庁舎のエントランスは、旧庁舎とほぼ同じ箇所に配置（1Fは東西に２か所、2Fは北側に1か所）
・ アプローチ動線は、インターロッキング舗装等による快適な空間として整備
・ エントランスには、遠くからでも視認しやすい大きな施設名称サインを設置

3-3 配置・動線計画

－5－
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駐車場
設備室

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

10F

11F

12F

13F

14F

15F

免振層

13F：議場

8F：会議室フロア 一般執務フロア

１F：フリースペース

３F：総合窓口フロア

15F：スペース42814F：大集会室

3-4 フロア計画

・2Fと3Fを総合窓口とし、主に高齢者及び障がい者向けの福祉関連窓口、来庁舎の多い区民関連窓口を配置

・1Fと15Fに区民交流スペースを配置

・会議室は共用化し、８Fに集約して配置

－6－

13F-14F議会フロア

8F＆14F会議室フロア

2F-3F総合窓口

1F＆15F区民交流

4F-12F一般執務フロア



エレベーター エスカレーター 階段

コンビニフリースペース
飲食店

１F 東
エントランス

１F 西
エントランス

1F

展示スペース

中央管理
室

１Fには誰でも利用できるフリースペースを配置

区民利用が多い区民手続き（住民戸籍課／国民健康保険課）を３Fに配置し、来庁舎の利便性に配慮

3F
住民戸籍課 国民健康保険課

2F エントランス
※H32（2020年）
使用開始予定

2F
広聴相談 生活福祉課／障がい者福祉課／介護保険課社会福祉協議会

3-5 平面計画
・エントランスは東西に配置している
・建物中央にEV4機を配置してシンプルな動線計画としている
・区民利用が多い部署を2F/３Fに配置し、低層階専用のエスカレーターとエレベーターを設置している

高齢者や障がい者の利用が多い福祉関連部署を中心に配置し、高齢者等の利用に配慮

－7－
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エレベーター

階段

基準階

基準階は、廊下に沿って窓口カウンターを設置し、シンプルな配置構成

会議室

8階

危機管理対策

部

15Fはスペース428（多目的スペース）として様々な展示や行事が可能な空間として計画

エレベーター

階段

15階

スペース428
（多目的スペース）

８Fに共用会議室を集約して配置
※８Fには危機管理対策部を配置し、発災時はフロア全体を災害対策本部として活用
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階 ゾーニング

15階 交流のフロア（スペース428）

13-14階 議会のフロア

11-12階 まちづくりのフロア

10階 財務・ICTのフロア

9階 企画・総務のフロア

8階 防災・安全のフロア

7階 地域・健康・スポーツのフロア

6階 税・国保のフロア

5階 福祉政策のフロア

4階 子育て・教育のフロア

3階 暮らしの手続きのフロア

2階 福祉手続き・相談のフロア

1階 ロビー

15F

14F

13F

12F

11F

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

10F

交流

議会

議会

まちづくり

まちづくり

ロビー

暮らしの手続き

子育て・教育

福祉政策

税・国保

地域・健康・スポーツ

防災・安全

企画・総務

財務・ICT

福祉手続き・相談

スペース428（多目的スペース）

委員会室／区議会大会議室／大集会室

区議会事務局／議長室／副議長室／議員控室／議場

まちづくり課／渋谷駅周辺整備課／住宅政策課／環境政策課
選挙管理委員会事務局／監査委員事務局

土木部管理課／道路課／緑と水・公園課／都市計画課／建築課

コンビニ・飲食店

障がい者福祉課／介護保険課（手続き・相談）／生活福祉課（相談・支援）
広報コミュニケーション課（広聴相談）／社会福祉協議会

住民戸籍課・国民健康保険課（加入・脱退・保険料の納付・国民年金）

保育課／子ども青少年課／庶務課／学務課／指導室

福祉部管理課／高齢者福祉課／介護保険課
社会福祉協議会／シニアクラブ指導室／文書課（個人情報・情報公開）

税務課／国民健康保険課（給付・納付相談・後期高齢者医療）

地域振興課／商工観光課／文化振興課／スポーツ振興課／生涯学習振興課
保健所生活衛生課／保健所地域保健課／オリンピック・パラリンピック推進課

防災課／安全対策課 会議室801～814

経営企画課／広報コミュニケーション課／総務課／文書課／人事課
庁舎管理課／区長室／副区長室

資産総合管理課／財政課／施設整備課
ICT戦略課／システム運用課／契約課／会計管理室

3-6 部署配置の考え方

部署配置図

基本的な考え方
・将来的な区民サービスや組織のあり方を見据え現行組織に捉われないフロア別ゾーニング計画
・関連性のある部署をまとめて配置
・区民の利用が多い部署を低層階から配置

企画・総務フロアに区長室を配置。

中間階の9階に配置することで部門間の

活性化を図る

総合窓口は区民の利便性から低層階の

2階、3階に配置。

共用会議室（災害対策本部兼用室含む）

は中間階の８階に集約して、会議室利用

者や災害時の9階フロア（区長室）、

パンデミック時の7階フロア（保健所）

からのアクセスに配慮している

－9－
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一般的な自治体が公民連携事業の提案を募集する場合、中長期の行財政実施計画等に基づき、事業手法
や活用する敷地の位置、面積、施設要件（建物規模、階数、構造、用途、性能等）、予算規模等を施設の
整備条件としてあらかじめ指定するのが一般的である。
しかし、今回の公募では、大枠の整備条件を示すにとどめ、計画上の制約を極力排除し、設計の自由度を
増すことで、より有利な提案が受けられるようにしている

【計画検討区域】

ア 総合庁舎・公会堂

イ 神南小学校

ウ 神南分庁舎

➤工期が短く、区の財政負担が最小限であること

➤新庁舎等は、アの区域内に整備すること
（計画検討区域ア～ウ内における未利用容積は

定期借地権等による民間活力の活用を図ること）

➤新庁舎の施設機能・構造の整備条件
１．免震構造等を採用すること
２．省エネルギーの徹底を図ること
３．環境負荷の低減を図ること
４．維持管理費の縮減と長寿命化を図ること
５．非常時の事業継続性機能を確保すること
６．規模は旧施設と同等程度とすること

ア 総合庁舎・公会堂敷地 約12,500㎡
イ 神南小学校敷地 約7,700㎡
ウ 神南分庁舎敷地 約800㎡

５者（全てデベロッパーと設計事務所等で構成される複数の企業グループ）
※提案募集期間 平成24年（2012年）12月26日 募集要項等の公表

平成25年（2013年）2月28日 提案募集締切

平成25年（2013年）5月 区議会に庁舎問題特別委員会を設置
平成25年（2013年）9月 区議会「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」
平成25年（2013年）11月 外部専門家を交えた庁舎問題検討会を設置

平成25年（2013年）12月 区議会や外部専門家の提言を踏まえ事業者を決定

《庁舎問題検討会》
座長：副区長
委員：外部専門家６名+区幹部４名
（専門分野「経営」「会計」「法律」「建築意匠」「構造」「環境」）

《決定事業者》
・三井不動産株式会社（代表企業）
・三井不動産レジデンシャル株式会社
・株式会社日本設計

区の財政負担ゼロ、庁舎の工期が最短であるうえ、３棟が別棟で
あることから将来の環境変化に対して柔軟性が高いこと等を評価

4 建替え事業手法

民間企業のノウハウを引き出し、自治体側に最も有利な条件を確保する

公募の条件

公募の結果

選定の経緯及び結果

選定理由

4-1 事業手法の公募
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ＮＨＫ放送センター

神南小学校

神南分庁舎

容
積
移
転

土
地
付
替
え

ＮＨＫ放送センター

神南分庁舎

神南小学校

土
地
付
替
え

ＮＨＫ放送センター

神南小学校

神南分庁舎

ＮＨＫ放送センター

神南小学校

神南分庁舎

土
地
付
替
え

容
積
移
転

《庁舎の工期》
29か月

《財政負担》
0円

《庁舎の工期》
27か月

《財政負担》
0円

《庁舎の工期》
35か月

《財政負担》
0円

《庁舎の工期》
48か月

《財政負担》
0円

A社 B社

C社 D社

E社

敷地の活用方法や施設計画は、提案毎に全く異なっているが、いずれも定期借地権を設定し、権利金と引き
換えに新庁舎等を整備するもので、５件中４件までもが「区の財政負担ゼロ」の提案であった

➤募集条件の最小化
募集条件を最小限に留めることで、定期借地権敷地

の位置や隣地の活用まで、民間の提案に委ねた結果、
想定以上の提案が集まり、選択の幅が広がって、自治
体側にとって最も有利な事業手法を検討・採用できた

➤民間事業者のノウハウの活用
自治体が事業手法の検討に要する経費、時間を最小

限に抑え、民間のノウハウで手続きに時間を要しない
事業を選択することで、迅速な事業着手が実現した

➤民間事業者による資金調達
資金調達を自治体の予算の枠組と切り離すことで、

建設費高騰で多くの公共事業が延期や凍結せざるを得
ない状況下であっても、事業の延期・中止リスクを回
避することができた

公募の結果及び概要

公募の評価

《建築計画の特徴》
小学校の容積移転と分庁舎の土地の付替えにより
未利用容積を活用し46階建ての住宅棟を建設する計画。
庁舎と公会堂を一体で計画。

《建築計画の特徴》
分庁舎の土地の付け替えにより未利用容積を活用し
33階建ての住宅を建設する計画。
工期が比較的長い。庁舎と公会堂を一体で計画。

《庁舎の工期》
39か月

《財政負担》
5億円

（旧施設の解体費用の一部）

《建築計画の特徴》
容積移転や土地の付替えなしで、総合設計制度を活用
し37階建ての住宅を建設する計画。
庁舎・公会堂・住宅を別棟で計画。工期が最も短い。

《建築計画の特徴》
小学校の容積移転と分庁舎の土地の付替えにより
未利用容積を活用し49階建ての住宅を建設する計画。
庁舎と公会堂を一体で計画。

《建築計画の特徴》
小学校の容積移転と分庁舎の容積移転により
未利用容積を活用し49階建ての住宅を建設する計画。
庁舎・公会堂・住宅・商業施設を一体で計画。
工期が最も長い。
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基本協定の締結
平成26年（2014年）3月 区議会の議決を経て区と事業者が基本協定を締結

基本協定に定める事業スキーム
・区が定期借地権を設定し、事業者が新庁舎・新公会堂・分譲マンションを整備する
・新庁舎・新公会堂は、事業者の費用負担で建設し、竣工後に区へ引き渡す
・事業者は、要求水準書に基づき設計及び施工を実施する

定期借地面積：4,565㎡
定期借地期間：70年+建設工事期間+除去期間
定期借地権の評価額：211億円

（当初154億円から変更）

phase2

庁舎・公会堂・マンションの建設

民間事業者が建設会社に建設工事を発注する

民間事業者が

建物を建設

マンションを

借地部分に建設

庁舎・公会堂を

区の敷地に建設

定期借地権

民間事業者

マ
ン
シ
ョ
ン

庁舎
公会堂

phase3

竣工・引渡し

竣工後、民間事業者から庁舎・公会堂の引渡しを受ける

転定借地権

購入者

定期借地権

民間事業者

庁舎
公会堂

引渡し
マ
ン
シ
ョ
ン

phase4

定借期間満了・更地返還

賃借期間経過後、民間事業者から更地として返還される

解体・整地

庁舎
公会堂

更地返還

定期借地権

民間事業者

購入者が積み立てた

解体準備金で解体する

定期借地権の設定
➤区の敷地の一部に定期借地権を設定

庁舎・公会堂・マンションの建設
➤事業者が建設会社に建設工事を発注

竣工・引渡し
➤竣工後、事業者から庁舎/公会堂の引渡し

定期借地期間満了・更地返還
➤賃借期間経過後、事業者から更地返還

phase2

庁舎・公会堂・マンションの建設

民間事業者が建設会社に建設工事を発注する

民間事業者が

建物を建設

マンションを

借地部分に建設

庁舎・公会堂を

区の敷地に建設

定期借地権

民間事業者

マ
ン
シ
ョ
ン

庁舎
公会堂

phase2

庁舎・公会堂・マンションの建設

民間事業者が建設会社に建設工事を発注する

民間事業者が

建物を建設

マンションを

借地部分に建設

庁舎・公会堂を

区の敷地に建設

定期借地権

民間事業者

マ
ン
シ
ョ
ン

庁舎
公会堂

4-2 定期借地権の設定

「要求水準書」通りに設計・施工
※詳細は次ページ参照

定期借地権契約

＝

マンション

庁舎 公会堂

定期借地権 庁舎・公会堂

定期借地権

民間事業者

区の敷地借地

地代一括前払

①民間事業者が建設
②民間事業者から区へ引渡し

新庁舎・新公会堂

民間活力事業

定期借地権付
分譲マンション事業

①民間事業者が定期借地権を取得
②民間事業者が分譲マンションを建設/分譲

（分譲後も定期借地権者は
引き続き民間事業者のまま）

＜事業の特徴＞

庁舎及び公会堂の敷地の一部につい

て区が定期借地権を設定する対価に

対し事業者が整備する新庁舎等を

もって充当することにより実施する。

庁舎・公会堂・民間分譲マンションの一体整備

4 建替え事業手法
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要求水準とは、事業者が実施する業務の水準を定めるもので、これらを記載した要求水準書に基づき、
解体・調査・設計・各種手続き・施工を実施する。

このため「要求水準書」は、今回の事業スキームにおいて区側にとって非常に重要なものである。

4-3 要求水準書

第１章 総則
第１節 目的
第２節 業務の概要
第３節 新庁舎等の利用者及び使用方法等に関する事項
第４節 敷地に関する事項

第２章 施設整備
第１節 基本方針
第２節 施設要求水準

第３章 設計に関する業務要求水準
第１節 設計に関する業務内容
第２節 各種調査の概要
第３節 設計
第４節 設計に伴う各種申請手続き
第５節 レイアウト変更に伴う設計変更等の手続き

第４章 工事監理に関する業務要求水準
第１節 工事監理に関する業務内容
第２節 工事監理
第３節 設計変更等に伴う各種申請手続き

第５章 建設に関する業務要求水準
第１節 建築工事に関する業務内容
第２節 各種調査
第３節 建設工事
第４節 各種申請手続き
第５節 しゅん工図等

要求水準書に定めた主なもの

（新庁舎の施設性能に関する部分は第2章）

・耐震性能（構造体の耐震安全性：I類）

・構造種別（免震構造）

・環境性能（省エネ機器、BEMSの導入 etc）

・快適性 （ユニバーサルデザイン、動線計画）

・保守性 （スケルトン・インフィル、メンテフリーの機器）

・要求規模（面積、駐車及び駐輪台数）

・維持機能（CGS、受水槽設置、非常用汚水槽設置 etc）

新庁舎の仕様・性能の検討

新庁舎に必要な耐震性能や設備機器などの建物の仕様及び性能や、新たな働き方を踏まえた
窓口や平面、動線計画の検討

要求水準書の作成

事業者の設計・施工の根拠となるため、必要な仕様や性能について、解釈等含めて相互に認識を
共有した上で要求水準書を作成

要求水準書の確認（図面及び工事現場）

事業者の作成した設計図面や工事中の現場が要求水準書とおりとなっているか随時確認

竣工建物の確認（引渡し前）

引渡し前に、竣工した建物が要求水準書とおりに施工されているか確認要求水準書の目次

－14－

4-4 第三者機関による評価
区が委託する第三者機関により、要求水準書とおりの設計及び施工となっているか、新庁舎等の評価額

（解体・設計・工事費）が定期借地権の評価額と等価であることの確認を行う

第三者の評価により事業取引の妥当性を確保する



➤施設性能の要求水準
施設性能について、区と事業者が合意した設計により、施設性能の要求水準を定める

➤議会への報告
事業の実施に伴い、必要な事項を協議のうえ契約に定め、区は区議会に報告する

➤事業リスク
本事業のリスクは、原則として事業者が負担する

➤事業取引の妥当性
区が委託する第三者機関による評価を行い、新庁舎等の評価額（解体・設計・工事費）が定期借地権
の評価額と等価であることを確認するものとし、定期借地権の評価額が新庁舎等の評価額を上回った
場合、事業者はその差額を支払う

➤事業者との認識の差異
設計が民間主導で進められ、自治体の施設性能要求水準とギャップが生じる
⇒双方が最大の利益を得るために、認識の差異を最小化するための相互理解とコミュニケーション

による事業者との信頼関係の構築が重要

➤前例のない課題への迅速な判断
民間の事業スキームであるため、自治体にとって前例のない課題が次々と生じる
⇒スピード感をもって課題を解決するための意思決定ができる組織の体制作りが重要

➤住民・議会への説明責任
議決事項も予算もなく、議会への説明内容と時期が自治体の裁量に委ねられる
⇒公有地の活用と公共施設の整備について、従来の枠組みによらないスキームで取り組んでいく

ことを住民・議会へ丁寧で正確な説明を行うことが重要

本事業の特徴

本事業の課題

4-5 本事業の特徴・課題

4 建替え事業手法
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NHK

渋谷駅

至 原宿

至 恵比寿

渋谷区役所・公会堂の敷地

仮設庁舎の敷地

「美竹の丘・しぶや」の一部

「旧東京都児童会館跡地」※都有地

「区立美竹公園」の一部

新庁舎及び新公会堂は、現在の庁舎の位置に建設することから

新庁舎等の整備期間中（平成27年10月～平成31年1月）は、本庁

舎の機能を仮設庁舎へ移転しました。

仮設庁舎は新庁舎建設敷地から徒歩圏内の区有地等を活用して

整備しました。

（仮設庁舎の整備費用は建替え事業の事業者負担には含まれて

いません。）

【名 称】 渋谷区役所仮庁舎

【所 在 地】 渋谷区渋谷一丁目１８番２１号

【契 約】 第一庁舎 ・工事請負契約 株式会社フジタ 東京支店

・工事監理等業務委託契約 株式会社レーモンド設計事務所

第二庁舎、第三庁舎 ・賃貸借契約 郡リース株式会社 東京事業本部

仮設庁舎の計画概要

第一庁舎 第二庁舎 第三庁舎

敷地面積
3,515.15㎡

（美竹の丘・しぶやの一部）
3,924.17㎡

（旧東京都児童会館跡地）
1,858.71㎡

（美竹公園の一部）

建物構造 鉄骨造 地上３階／地下１階 鉄骨造 地上２階 鉄骨造 地上３階

延べ面積

7,079.91㎡ 3,934.47㎡ 2,847.66㎡

13,862.04㎡

4-６ 仮設庁舎

仮設庁舎の活用地

－16－



必ず来るであろう地震に備えて、新庁舎では「安全・安心」を実現します

・ 来庁者・職員の生命を守るため、高い耐震性能を備え、震災後にも区の中枢機能を維持できる災害対応機能を整備
・ 防災備蓄倉庫を設置し、帰宅困難者の受け入れ窓口についても対応

・ 将来のフレキシブルな行政運営に柔軟に対応
・ 区民に身近で親しみやすい区議会をレイアウト

・ 自然エネルギーや省エネ機器を活用し優れた環境性能を持つスマート庁舎を実現

防災備蓄倉庫の設置

電源の多重化・自家発電設備設置による電力の
バックアップ機能の強化

受水槽設置による被災時の飲料水の確保

LED照明や照明制御システムの採用

非常用汚水槽設置による被災時の排水機能の確保

免震構造の採用 防災センターと連携した防災拠点機能の設置

緑化や高断熱ガラスの採用による建物断熱性能の向上

BEMS（ビルエネルギー管理システム）の導入

太陽光等の自然エネルギーを積極的に活用

ICT化の推進と徹底した情報管理のための高い

セキュリティ性能の具備

自然採光・自然通風等の自然環境を効率的に活用

中圧ガス管の引込みによる被災時のガス供給の確保

現庁舎の業務や事業の維持・充実

被災後の復興活動の拠点となる空間の計画

高齢者・障がい者向けの相談機能の強化

「待たない・移動しない・わかりやすい」窓口
だれにもわかりやすく安全・安心に利用できる

ユニバーサルデザインの採用

区民が訪れやすく傍聴しやすい議場の整備

雨水の再利用（トイレ洗浄水等の中水）

5 整備内容（建築性能等）

整備目標

安全・安心

環境にやさしい

機能性
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構造体の耐震安全性 新庁舎：Ⅰ類、公会堂：Ⅱ類

非構造部材の耐震安全性 A類

設備の耐震安全性 甲類

15F

14F

4F

3F

2F

1F1Fエントランス

2F執務フロア

3F執務フロア

4F執務フロア

免震層 免震層 M3F 免震階

免震オイルダンパー

鉛プラグ入り積層ゴム支承

免震オイルダンパー

鉛プラグ入り積層ゴム支承

耐震安全性の設定

中間階免震の採用

5-1  安全・安心 5-1-① 耐震性能
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新庁舎は“免震構造”を基本とし、地震の揺れを建物に伝えない構造

とすることで、庁舎機能の維持及び収容物の保全を図っている



万が一の災害に備え対応機能を整備

大規模な災害時は、区民の生命・身体・財産を守る活動拠点として、新庁舎８Fに災害対策本部が設置されます。

区役所８階の会議室は、災害がおきたときの活動の場所となります。

区（災害対策本部）は、警察・消防・自衛隊などの関係機関と連携、協力しながら、災害対応にあたります。

災害対策本部会議室には、１１０インチのスクリーン３基を備え、システムを一新。

最新の防災システムでは、アイコンを活用した被害情報、避難所の状況などの情報のほか、リアルタイムで

鉄道６社の運行情報や電気・ガス・水道などのライフラインに関する情報を集約します。

防災システム

災害時の活動拠点

危機管理システムの一新

会議室
【8階フロア】

危機管理対策部

防災
備蓄
倉庫

災害対策本部
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5 整備内容（建築性能等）

5-1  安全・安心 5-1-② 防災機能



電源の多様化・自家発電設備設置による
電力のバックアップ機能の強化

被災後の復興活動の拠点となる空間の計画

中圧ガス管の引込みによる被災時のガス供給確保

防災備蓄倉庫の設置

受水槽設置による被災時の飲料水の確保

免震構造の採用

非常用汚水槽設置による被災時の排水機能確保

災害に対して的確かつ機動的に対処可能な高い水準の災害対策機能を有した庁舎を整備する

被災時においても、通常業務のうち区民生活に最低限必要な業務ができる庁舎を整備する

建物の被害を最小限とし、来庁者・職員の生命の安全を守るため、高い耐震性能を有する庁舎を整備する

来庁舎・職員の生命を守るため、高い耐震性能を備え、震災後にも区の中枢機能を維持できる
災害対応機能を整備

安全・安心

災害対策機能

庁舎機能維持

災害対策活動拠点機能の設置

防災拠点機能
防災拠点諸室を設置できる計画
とし、災害時の対応に配慮

中央管理室
建物内の警報・監視・設備運転
管理を行う

中圧ガス引込
地震災害時でも供給信頼性の高
い中圧ガスの引込みを行う

CGSによる電源多重化
災害時に非常用発電機（軽油）
に加えコジェネによる電源を備
えた電源の多重化を行うことで、
主要インフラが停止しても電源
供給が可能な計画とする

自家発電設備
7日間分のオイルタンクにより非常
用電源を供給可能な計画とする

受水槽による飲料水確保 雨水利用による雑用水確保 非常用汚水槽 防災備蓄倉庫

渋谷区新庁舎

渋谷公会堂

太陽光発電の災害時利用
災害時には非常用電源として利用できる
システムとして活用できる計画とする

免震構造の採用
庁舎は３階床下に免震層を設けた中間層
免震構造として、耐震性能を高めます

建築計画

構造

給排水

エネルギー供給
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5-1  安全・安心 5-1-③ BCP計画



【概要】
受水槽により被災による上水遮断時の飲料水を確保

【効果・機能】
・非常用吐水口により受水槽から給水することが可能
・緊急遮断弁により、被災による配管損傷時の漏水を防止

【概要】
雨水を貯めて再利用することで、上水遮断時の生活用水を確保

【効果】
上水遮断時でもトイレ洗浄水を確保し、トイレに利用可

【概要】
非常用汚水槽により被災による下水管使用不能時の排水機能を確保

【効果】
下水管使用不能時においてもトイレの排水が可能

【概要】
1F西エントランス直近に防災センター（中央管理室）を配置
8Fに災害対策本部となる空間を配置
8Fと地下2Fに分散して防災備蓄倉庫を配置

【効果】
被災後においても迅速に対応が可能

【概要】
3F床下を免震層した中間階免震構造を採用

【効果】
免震装置により揺れを吸収することで、建物が揺
れにくい構造とし、地震による建物被害を軽減

防災拠点機能・防災備蓄倉庫

免震構造

飲料水の確保（受水槽）

生活用水の確保（雨水利用）

排水機能の確保（非常用汚水槽）

雨
水

トイレ洗浄水

潅水用水

地下ピット
（雨水槽）

地下ピット
（非常用汚水槽）

トイレ

下水道
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5 整備内容（建築性能等）

5-1  安全・安心 5-1-③ BCP計画



商用電源の多重化

バックアップ電源の確保

サーバー用電灯幹線の冗長化

【概要】
スポットネットワーク受電方式の採用により特高３回線同時受電を実現

【効果】
特高1回線に事故が発生しても通常通り建物への電源供給が可能であり、
特高2回線の事故においても負荷を制限することで電源供給が能である。
本方式の採用により、極めて高い電源供給の信頼度を実現している。

【概要】
商用電源停電時のバックアップ電源として発電設備を設置

■非常用発電設備
・発電容量：1,500kVA（1,200kW）
・タンク容量：地下タンク 80,000L（40,000L×2）+燃料小出槽 950L
・燃料：軽油
・燃料持続時間：約５日間 ※

※ 燃料タンク満タン時の最低保証時間
使用電力量を調整することで運転時間の延長が可能

■CGS
・発電容量：100kW（25kW×４基）
・燃料：中圧ガス
・燃料持続時間：無制限 ※

※ 中圧ガスの供給継続が条件

■太陽光発電設備
・発電容量：10kW
・燃料：太陽エネルギー
・燃料持続時間：無制限 ※

※ 太陽光パネルに太陽光が照射されることが条件

【効果】
発災等で商用系統3回線が全停電した場合でも庁舎運営に最低限必要な
負荷への電源供給の継続が可能となる。

【概要】
サーバー室電灯幹線を冗長化

【効果】
サーバー室分電盤への電灯幹線を冗長化（AC系統とAC-GC系統を各1系統）
することで、構内電灯幹線の1系統に事故が発生しても、残りの１系統で
サーバー関連負荷への電源供給が継続可能となる。
サーバー負荷側の構成次第では、電気設備定期点検時においても無停電で
サーバー負荷への電源供給が可能となる。
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自然エネルギーや省エネ機器を活用し、優れた環境性能を持つスマート庁舎を実現

太陽光等の自然エネルギーを積極的に活用

緑化や高断熱ガラスの採用による断熱性能向上

雨水の再利用（トイレ洗浄水等の中水）

自然採光・自然通風等の自然環境の効率的活用

LED照明や高効率空調システムの採用 BEMS（エネルギー管理システム）の導入

自然エネルギーの活用

省エネ機器の採用

再利用の推進

5-2 環境・設備

照明制御システム・センサ制御の採用

LED照明
照明制御

自然換気
自然採光

高効率空調システム
クールビズ対応空間
高効率熱源システム

コージェネレーション
システム

ビルエネルギー
マネジメントシステム

雨水利用 太陽光発電

節水便器
空調ドレン再利用

屋上緑化

壁面緑化

渋谷区新庁舎

渋谷公会堂

再生可能エネルギー

パッシブデザイン

省エネ設備システム

省資源・節水
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5 整備内容（建築性能等）



外壁面より自然光・風を取入れ照明・空調負荷を低減

【効果】
自然の明かりや風を取り入れることで
建物エネルギーの消費を抑制する

屋上・壁面緑化及び高断熱ガラスの採用により
建物の断熱性能を向上

屋上緑化：庁舎北側エントランス屋上・公会堂屋上
壁面緑化：庁舎３～８階（南面・東西面の一部）

【効果】
建物断熱性能を向上することにより、空調負荷を低減し
建物エネルギーの消費を抑制する

中間期から冬季に冷房が必要な際に外気の冷気を冷熱源として利用

【効果】
自然のエネルギーを利用することで、空調負荷を低減し
建物エネルギーの消費を抑制する

太陽光パネルにより太陽光を電気に変換し建物の電気に利用

【効果】
電力の一部を太陽光発電でまかなうことで
建物エネルギーの消費を抑制する

太陽光発電

自然採光・自然通風

緑化・高断熱ガラス

外気冷房

建物

区役所

空調ダクトの距離を短縮することで、搬送動力を低減

【効果】
搬送動力を低減することで建物エネルギーの消費を抑制する

ダクトレス空調
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発電容量：約50kW（庁舎の照明約6フロア分）

連系方式：高圧系統連系



ガスを燃料として電気と熱を同時に生成するシステム

【効果】
電気と熱を総合的かつ効率的に活用することで
高効率化を実現する

※ 本計画では、熱は空調熱源として利用

庁舎・公会堂の機器・設備等の運転管理・エネルギー監視を
一元的に管理するシステム

【効果・機能】
エネルギーを一元管理・監視することで、設備機器の
最適化運転を実施し、建物エネルギー消費の最小化を図る

建築物の環境性能や環境負荷について多面的かつ客観的な
観点から評価する手法

【効果】
高い環境性能であることを公式な結果としてアピールできる

評価認証制度により、第三者機関が評価内容を審査した結果
庁舎、公会堂共、性能評価はＳランクが適格であるとの認証
を取得

Sランク （素晴らしい）
Aランク （大変良い）
B＋ランク（良い）
B－ランク（やや劣る）
Cランク （劣る）

【性能評価のランキング】
★ ★ ★ ★ ★
★ ★ ★ ★
★ ★ ★
★ ★
★

LED照明・高効率照明

LED照明を基本とする高効率な照明を採用

【効果】
高効率機器の採用で照明負荷を低減し
建物エネルギーの消費を抑制する

CGS（コージェネレーションシステム）

BEMS（ビルエネルギー管理システム）

CASBEE（建築環境総合性能評価）

照明制御システム・センサ制御の採用

照明制御システム・センサ制御を採用
・執務スペース・共用部：照明制御システムによる集中制御・スケジュール制御
・執務スペース：明るさセンサにより照明出力を昼は低く、夜は高く自動調光
・トイレ等：人感センサによる人がいる時は点灯、いなくなると消灯（自動点滅）

【効果】
照明制御システム及びセンサにより照明の点灯時間、照度を最適化することで
建物エネルギーの消費を抑制する

設備容量：25kW×4台
電気100kW：庁舎の照明約12フロア分
熱155.2kW：庁舎執務室の暖房約3フロア分
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5 整備内容（建築性能等）
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１F東メインエントランスに設置した９面マルチ画面

エネルギーの見える化



２階「福祉の相談・手続きフロア」

【目的】

来庁者が「迷わず」「待たず」「移らず」に利用できる窓口を目指す

【従前の課題】

①フロア案内がいない

・ 庁舎入口の総合案内で庁舎やフロアを確認できても、目的のフロア

に案内係がいないため、来庁者が自分で担当窓口や職員を探したり

質問したりする必要があった。

②窓口が少ない

・ 課別や係別に窓口が分かれていたため、手続き届け出が集中すると
窓口が不足し、来庁者をロビーや廊下で待たせることがあった。

③関連部署が近くにない

・ 高齢・介護・障害などの関連部署が庁舎や階数で分散し、一度の来
庁で複数の手続きを済ませたくても、来庁者自身が庁舎内を移動す
る必要があり、高齢者や障害者に大きな負担となっていた。

④プライバシーへの配慮が足りない

・ 窓口や廊下に、課名や業務名の表示があるため、他人に来庁目的を
知られる場合があった。また、窓口と廊下がつながり、隣の窓口と
も簡単な仕切りしかないため、覗き込みや音漏れのおそれがあった。

⑤客観的なデータがない

・ 申請や届け出の件数は分かっても、相談なども含めた業務別の受付
人数や受付時間、車いす利用者や筆談希望者などの来庁頻度が分か
る客観的なデータがなかった。

5-3-① 総合窓口
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



【対策と効果】

⑤来庁者管理システムの導入

案内係（業務委託）での窓口指定、職員による受付開始と終了、来
庁者の属性入力などを行う新システムを導入することで、課別や業務
別の来庁者数や、受付ごとの処理時間を把握できるようになった。

①福祉の相談・手続きをワンフロアに集約

介護保険、障害者福祉、生活支援、ボランティアなどの福祉関連の
相談・手続きを２階に集約し、相談や手続きが複数の部署に及ぶ場合
は、同じ窓口で職員が入れ替わって説明するよう変更することにより、
高齢者や障害者の移動の負担を軽減した。

②フロア専用の案内係を配置

フロア内に総合受付を設け、案内係（業務委託）が用件を伺って担
当窓口を案内することにより、来庁者が自分で窓口や職員を探す手間
がなくなった。

③シームレスな窓口利用

課名や業務別の表示をなくし多くの窓口を配置することで、他人の
目を気にせずに相談・手続きができるようになり、また課や係を超え
たシームレスな窓口利用を実現することで、来庁者をロビーや廊下で
お待たせすることがなくなった。

④Ｌ字型ブースを多数設置

後方と横に不透明のアクリルを取り付けたＬ字型ブースを多く設置
し、さらにフロア専用の相談室も確保することで、覗き込みや音漏れ
を気にせず、安心して相談できるようになった。また、車いすに応じ
て高さを調整できる自動昇降タイプの窓口も新たに導入した。

2F

広聴相談 生活福祉課／障がい者福祉課／介護保険課社会福祉協議会
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3階「暮らしの手続きのフロア」

5-3-① 総合窓口

課題 解決策 窓口の集約・システム化により実現

申請書を何枚も書くのが手間 申請書のワンライティング、申請書の電子化

移動が手間 電子申請、ワンストップ窓口

待ち時間（処理時間）が長い 出張所への誘導、三線式の見直し、データ入力の省力化

一人当たり手続き時間の短

縮により、省力化・利便性

向上

職員の生産性向上

【窓口の現状分析と課題】

１ 複数の申請書と届出書の記載

２ 窓口が複数のフロアに分散

３ 手続きのための待ち時間

例：住民戸籍課窓口の申請書一覧

手続きの流れ（出生届）

【目的】

「書かせない」「移動させない」「待たせない」ための総合窓口

住民異動届や戸籍届に関連して申請する書類が多くあり

その記載項目は住所や氏名など、重複する項目が多く

存在する。

特に出生届に関しては、出産助成金・児童手当・子ど

も医療証の手続きのため複数のフロアを移動している。

窓口の移動や、手続き処理のために多くの時間を

要し、最初の届出からすべての手続きを終える

までの待ち時間が長い。
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性

実現方策案 【仮庁舎】



住民異動受付支援システムは、転入届など住民異動に係る届出書を自動で作成します。転出証明書をOCR技術により読
み込み、今までの手書きによる記載を廃止しました。署名はタブレット上にサインいただくことで、届出書は電子的に
保存します。また、転出証明書などの添付書類もすべてイメージ化のうえ電子的に保存しペーパーレス化を推進します。

転入届に伴い、関連する複数の申請がありますが、その多くは住所や氏名など同じ項目を何度も手書きで記入する必要
がありました。このシステムでは、主な手続きの申請書について、住所や氏名など基本項目はできる限りシステムで印
字したものを出力し、手書きの項目を最小限にしています。

（出力帳票）

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1

戸籍届 戸籍証明 住民票証明 交付 住民異動届
マイナンバー
カード

子育て 国保資格 国保収納 年金

全国初 のシステムを開発し、書かせない・お待たせしない窓口を実現

子育て給付、国民健康保険、国民年金の窓口を、住民異
動と戸籍の窓口と同じフロアに配置し手続きのための移
動を最小限にしました。

関連する主な窓口を同じフロアに配置し移動を最小限に
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・国保資格得喪届・通知ｶｰﾄﾞ関連届・個人番号ｶｰﾄﾞ関連届・子ども医療助成届・出産助成金支給申請・子ども医療証交付申請
・児童手当・住民票関係請求書・印鑑登録証明書交付申請・後期高齢者医療認定証明書交付申請など全２０種類

異動受付支援システム 運用イメージ図



利用者を中心に考えた庁舎・公会堂のユニバーサルデザイン

高齢者、障がい者、乳幼児を連れた方、日本語に不慣れな方、LGBTなど、すべての人が安心
して快適に利用できるようユニバーサルデザインを取り入れた庁舎・公会堂

・ エントランスの扉は、自動ドア（引き戸）とし、風除室に視覚障がい者対応の音声案内機器を設置している
・ 床材は滑りにくい石材を使用している（病院や高齢者施設等でも使用されているもの）
・ 受付まで視覚障がい者誘導用ブロックを設置している（玄関マットはブロックを避けて配置）
・ 受付は、出入口からすぐ位置、分かりやすい位置に配置している
・ 1F受付案内は車椅子対応のローカウンターを設置し、触知案内図、筆談サインも設置している

・ 公園通りから新庁舎の出入口（受付まで）まで視覚障がい者誘導用ブロックを設置している
・ 敷地内通路の幅は、車椅子が十分にすれちがえる幅（1.8ｍ以上）を確保している
・ 舗装材はインターロッキングとし、滑りにくく、水たまりができにくい材料を使用している

・ 主要な通路は、車椅子同士がすれ違える1.8ｍ以上の幅を確保している
・ 窓口フロアの床材はタイルカーペット（滑りにくい）を使用している

敷地内通路／出入口

エントランスホール／受付

建物内通路／廊下

5-3-② バリアフリー／ユニバーサルデザイン

－31－

5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



・ 階段の手すりは、両側に２段とし、手すりには点字サイン（braille neue）を設置している

・ 階段の床材は滑りにくい材料を使用し、段の境目には色のついたすべり止めを設置している

・ 階段の扉は、ガラス扉とし視認しやすいように配慮している

・ 階段内にガラス窓を設置して、明るく快適な階段としている

・ カウンターの天板エッジ部分には、杖や傘が倒れにくい素材を採用している

・ 車椅子対応として昇降式カウンターを設置している

・ 待合には、障がい者や高齢者、けが人等、誰もが利用しやすいベンチを採用している

・ 窓口や受付には、聴覚障がい者とのスムーズな意思疎通に配慮し筆談対応のサインを設置している

・ プライバシーに配慮して、ブース型の窓口を多く採用している

窓口カウンター／待合

階段
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・ エレベーターのかご内には手すり、鏡（車椅子利用者が見やすい高さ）を設置している

・ エレベーターには、昇降方向、ドアの開閉、到着した階が分かるよう音声案内を設置している

・ 緊急停止時に外部（1階中央管理室）と連絡ができるようインターホンを設置している

・ エレベーターのボタンに点字サイン（braille neue）を採用している

・ 腰掛便器は全て洋式としている

・ 男子トイレは、小便器の1以上に手すりを設置している

・ 1階、福祉窓口（2階）、区民総合窓口（3階）のトイレにオストメイト対応便座（幅広便座）を採用している

・ 区民利用の多い階（1～3階、8階、9階、13階、15階）の誰でもトイレの扉は、自動式引き戸を採用している

・ ベビーチェア/ベビーベッド/フィッティングボードを一部の一般便房に設置し、設備の分散化を図っている

・ ベビーチェアなどの設備があるブースがどこにあるか分かるように扉フレームに設備ピクトを設置している

・ 1階～4階の男子トイレでは、小便器の間に仕切りボードを設置して、利用しやすいように配慮している

トイレ

エレベーター
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



・ 1階、2階（福祉と相談フロア）、3階（区民総合窓口）にはエスカレーターを設置している

・ エスカレーターの乗降口には、上り下りが分かるサインを設置している

エスカレーター

その他

1階及び2階の総合案内には視覚障がい者

のための「触知案内図」を設置

高齢者の利用に配慮して、2F福祉フロア

では、床サインを多く採用している

来庁者の多い3F暮らしの手続きの

フロアと子育てのフロアがある4F

には、ベビーケアルームを配置

※3Fはパパママ兼用、4Fは授乳室

としてママ専用としている

－34－



イメージ
ワード･カラー

良い点

悪い点 ありたい姿

課題 コンセプト

デザイン
イメージ

サイン計画

基本
構成要素

サイン計画へ反映

サイン計画へ反映

サイン計画の基本方針

サイン計画
へ反映

サイン計画
へ反映

なぜ？

裏を返すと？

渋谷区らしさ

その他
構成要素

サイン計画
へ反映

サイン設置位置＆デザイン 検討 ⇒サインキープラン＆サイン図 作成

庁内ワークショップ ⇒サイン計画基準書 作成

モックアップ（実寸サイン）現地確認 ⇒サイン設置

ワークショップ
様々な特性を持つ来庁者の誰もが分かりやすいサイン計画とするため、ワークショップを開催し、職員自らサインの
コンセプトから仕様を検討した

検討手法

基本コンセプト/仕様方針

サイン基本
コンセプト

＜表示について＞
◎サインだけで迷わず直感的に目的地（窓口）にたどり着ける！

＜配置について＞
◎自然に目にとまり迷わない！

＜管理について＞
◎簡単・きれいにサイン変更ができる！

サイン計画
仕様方針

＜表示について＞

◎文字は見やすい大きさとする
◎文体は統一する
◎色(カラー)を効果的に使う
◎全体図の表記により、自分の

今いる場所が認識しやすくする
◎シンプルで分かりやすくする

＜配置について＞

◎庁舎入口に案内サインを設置する
◎突出サインにより視認性を高める

＜管理について＞

◎簡易なサイン変更・追記は職員が対応できる仕様とする
◎サインと掲示物の領域を分離することで視認性を高める

5-3-③ サイン計画
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



UD 新ゴ Pro
（ユニバーサルデザイン視点で開発されたフォント）

・誰にでも見やすいフォントであることが

重要という視点にたち、ユニバーサルデ

ザインの視点で開発されたフォントであ

るUD新ゴPro を採用

・外国人も含めて誰もが理解しやすいピクト
であることを考え、外国人も日本人も見慣
れているJIS規格のピクトを採用

総合窓口
3F暮らしの手続き
2F福祉手続き・相談

窓口ごとに色分け

・来庁者の視点で分かりやすく、直感的に
目的の窓口までたどり着けるよう、区民
手続きや福祉関連の総合窓口においては
窓口ごとに「番号」「カラー」を用いる
計画とした

JIS規格（標準案内用図記号）

・組織改正等の対応を踏まえ、メンテナンス
のしやすさ（更新作業が簡易、部分交換が
可能）、ランニングコストの低減に配慮し
たサインシステムを採用

書体について

ピクトグラムについて

窓口サインについて

メンテナンスについて
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• 文字は見やすい大きさとし

フォントは、ユニバーサル

デザイン視点で開発された

「UD新ゴ」とします。

• エントランスには各階案内

とフロアマップを設置し、

各階の主な動線上にはフロ

アマップを設置して、自分

が今いる場所を認識しやす

くしています。

• エントランスからエレベーター

やエスカレータへの主要動線に

は、適切にピクトサインや誘導

サインを「床」「壁」「天井」

に設置して、サインが目にとま

るよう配置を工夫しています。

• トイレやエレベーター、階段の

位置には突出サインを設置して

遠くからでも視認しやすくして

います。

• 外観カラーであるグリーンを基

調とすることで、庁舎全体の一

体感を創出しています。

• シブヤフォント/グラフィック

をサインに組み込み、渋谷らし

さと親しみを表現しています。

• 墨字（点字ではない文字）と点

字を組み合わせたbraille neue

を活用し、多様性社会の実現に

寄与します。

迷わず直感的に
目的の窓口に
たどりつける表示

自然に目にとまり
迷わない配置

誰もが分かりやすく
視認でき、利用者に
親しまれるデザイン

1F

2F

3F

4F

15F

ENT

ENT
ENT

総合案内EVホール

エントランス

窓口
エレベーターホール

通路（壁/天井/床）
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



エントランス

各階のエレベーターホールにフロアマップを設置

シブヤフォントとは？

渋谷でくらし・はたらく障がいの

ある人の描いた文字や数字を、渋谷で

まなぶ学生 がデザインしたフォント

「シブヤフォント＆グラフィック」 「Braille neue（ブレイルノイエ）」

ブレイルノイエとは？

目で読める「墨字」と指で読める「点字」

が一体になったユニバーサルな書体

“しぶや”らしさ

エレベーターホール 窓口

触知案内図
筆談サイン

－38－



ICT基盤は渋谷区基本構想の達成に必要となる「ワークスタイル改革」の実現と密接不可分であり、
これらを加速させる重要なツール・ドライバー(原動力)として位置付ける。

解決すべき課題

職員の生産性を高める
コミュニケーション基盤の提供

安全で堅牢なシステムの提供

時間・場所にとらわれない
ユビキタスなICT環境の提供

人依存の解消、
ナレッジの共有化

4つのテーマ 2つの設計方針

8つの変化

5-3-④ ICT基盤
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



ICT基盤によって「ワークスタイル改革」を促進する。

時間・場所を選ばない働き方

• 全面的にモバイルPCを導入し、無線LAN環境を整備

• 会議室やミーティングブースにプロジェクタやモニタを常備し、どこでも打ち合わせ可能

• 会議室と参加者のスケジュールをまとめて確認、調整可能

• PCにハンドセットまたはヘッドセットを付ければ、どこでも電話利用可能

• 作成中の資料を共有してオンラインで同時編集作業が可能

• 複数人によるビデオ会議が利用可能

• PCの庁外持ち出しや、BYODの導入

eラーニングによる「学び」の充実

• 必要な研修を自分の都合に合わせて受講可能

• セキュリティ研修を受講しテストに合格しないとPCが使用できなくなる仕組みの導入

• 所管課で業務に合わせた研修コンテンツを作成し、課内で受講することが可能

• eラーニングの受講履歴を確認し、人財育成に役立てることが可能

決裁処理を確実迅速に

• 文書管理システムを導入し、公文書の電子化を促進

• 電子決裁システムにより、意思決定までの手続きをスピードアップ

災害に強いシステム

• 被災時には最低限必要な機能を迅速に復旧、稼働

成長するサービスデスク

• ICT利活用の問い合わせ、作業依頼、障害報告を一括受付

• よくある問い合わせをFAQとして公開

• すべての依頼はシステムに登録され、処理完了するまでのSLAを定義

印刷環境の改善

• 印刷指示をすれば、どの複合機からでも出力可能

• IDカードによる個人認証で、取り忘れ、取り間違い、持ち去りのリスクを低減

セキュリティの向上

• PCは二要素認証によってログオン

• 個人情報系、LGWAN接続系、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続系など、取り扱う情報の内容に応じてﾈｯﾄﾜｰｸを分離

デジタルサイネージによる情報発信

• 来庁者向けに区政情報や各種情報を表示

ICT基盤による変化
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ネットワークを分離し、情報の属性に応じた場所に格納する。

ネットワーク分離
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



執務環境

－42－

執務エリアでのPCと外部ディスプレイ ミーティングブースでのモニタ利用

会議室での大型モニタ利用 カード認証によるセキュアプリント

会議室の部屋前端末



欧州調査訪問団の提言からの抜粋
① 環境への配慮 ・自然採光の取入れ

・自然外気の取入れによる空気調和
・太陽光発電等の省エネルギー機器の積極導入

② ユニバーサルデザインへの配慮 ・視覚障がい者に配慮したガイドサインの採用
・聴覚障がい者に配慮した議場等への磁気ループの採用
・手話通訳のための傍聴席の整備

③ ICTを活用した効率的な執務環境整備 ・ホットデスキングシステムの導入
・ペーパーレス化の推進

④ セキュリティーを確保した庁舎 ・パブリックスペースとワーキングスペースの分離
・セキュリティー機器の導入

⑤ 「議会の見える化」に配慮した議場 ・本会議の様子が区民に見える議場の構造
・本会議中継設備の整備
・個々の議員席へのマイク設備の整備

区議会の取組

新庁舎及び新議場のコンセプト

区議会フロア

渋谷区の旧庁舎は、平成23年3月の東日本大震災を契機に翌年実施した耐震診断の結果、震度6強で倒壊又は崩壊
する危険性が高いことが判明しました。

区議会では、この状況を区政の最重要課題と捉え、平成25年5月庁舎のあり方に関する調査並びに対策の件を付
議事件とする「庁舎問題特別委員会」を設置し、庁舎の建替え案と旧庁舎の耐震補強案の両面から調査するととも
に、他の自治体の事例についても視察調査を行うなど検討を重ねました。この結果、平成25年第3回定例会におい
て「渋谷区総合庁舎の建替えを求める決議」を議決し、これを受け区長が建替え実施の決定をしました。

新庁舎の基本設計にあたっては、最新のスマート庁舎とする方針の下、区議会の議場については議会の意向を取
り入れるため、近隣自治体のみならず、市民参加の先進国である欧州諸国の議場を調査することとなりました。区
長の調査派遣の要請を受け、平成26年第2回定例会で議員派遣を決定し、平成26年9月に議員と区職員で構成され
た「新総合庁舎に係る欧州調査訪問団」８名をロンドン市、ブリュッセル市及びベルリン市に派遣いたしました。

5-3-⑤ 区議会（13F/14F）
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5 整備内容（建築性能等） 5-3 機能性



➤自然採光を取り入れた吹抜けの構造（13Fと14Fの吹抜け）とし、明るく開放感のある議場として整備

➤傍聴席は「一般傍聴席」「車いす専用スペース」「親子傍聴席」に分けて設置

「一般傍聴席」……………14階に57席。磁気ループを採用。最前列には聴覚障がい者席と手話通訳席を確保

「車いす専用スペース」…13階に６人までの専用スペースを確保

「親子傍聴席」……………13階にガラス張りの部屋を設置して防音にも配慮

➤「電子採決システム」の採用

議場の正面に80インチモニター2台、通路側に70インチモニター1台を設置し、表決結果が見やすいよう配慮

渋谷区議会では、平成２９年９月副議長を座長とし議員１０名で構成する「議会ICT推進検討会」を設置し、

平成３１年第４回定例会からの試行開始を予定

【目的】 ・資料のペーパーレス化による議会運営の効率化

・議会運営の活性化

・議員の十分な能力の発揮

【内容】 全議員にタブレット端末を貸与し、本会議や委員会における議案及び参考資料、さらに他の議会

や自治体からの通知等の電子データ化を目指しています。

議場の特徴

議会のICT化の推進
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H27年（2015年）1月 第1回景観審査会
H27年（2015年）7月 第2回景観審査会
H28年（2016年）9月 工事着工
H29年（2017年）6月 第3回景観審査会
H29年（2017年）9月 第4回景観審査会
H29年（2017年）10月 第5回景観審査会
H29年（2017年）12月 第6回景観審査会
H30年（2018年）1月 第7回景観審査会
H30年（2018年）4月 第8回景観審査会
H30年（2018年）6月 第9回景観審査会
H31年（2019年）1月 開庁

敷地は渋谷駅と代々木公園を結ぶ丘の上に位置し、周辺に
は明治神宮、代々木体育館など重要な施設が点在しており、
渋谷の街の中心として多様な表情を持っています。

渋谷の街には、場所や時間により様々な表情が現れます。賑
わいに満ちた駅前は外国人の人気も高いスクランブル式交差点
や最先端の商業施設に溢れ、ニューヨークのタイムズスクエア
に匹敵する場所となっています。

その他にも、緑に囲まれた代々木公園・明治神宮エリア、落
ち着いた閑静な住宅街、ファッションの中心である表参道エリ
アなど、様々な顔を合わせ持つ渋谷は多種多様な魅力に満ちて
います。

渋谷にはカラフルな外壁や広告など多様な色に溢れています。
行き交う多様な人々の動きと合わせたかのような外装が、賑わ
いのある魅力的なまちの風景をつくっています。

渋谷のまちの特性から「多様性」をキーワードに多様な人々に溢れ、多様な色に満ちた渋谷という街を表現
する3棟一体のデザインコンセプトを「Full of Colour and Life」としました。

Full of Colour and Life

検討経緯 計画地の立地

多様性のまち

多様な色彩とまちの表情

5-4 景観デザイン
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5 整備内容（建築性能等）



「Full of Colour and Life」のデザインコンセプトを実現するため、使用する色彩には日本らしさを表現する色彩とします。

日本らしさを表現する色彩

日本人の感性がつくる色彩

「艶・寂・雅・婆娑羅」

「粋・清・至高・祭」

日本の気候風土に適応した

やわらかな色彩

「春・夏・秋・冬」
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「世界の渋谷」を彩るカラーコンセプトをつくるために、日本固有の配色を検討した結果、新庁舎を
中心に周辺環境を４つのファサード（建物正面の顔・デザイン）に切り取って色を当てはめました。

都会の喧騒から一転、自
然の息吹を感じさせる色。
都内でも有数の緑量を誇
る代々木公園や明治神宮
などからイメージ

おしゃれで洗練された印
象の色。若者から大人ま
で幅広く注目を集める、
ファッション性豊かな街
並みなどからイメージ

高揚感を感じさせる色。
渋谷の街中で繰り広げ
られる、にぎやかでエ
ネルギーあふれる祭り
の風景からイメージ

上品かつ簡素で、成熟の
趣が感じられる色。
渋谷が持つ、住宅と店舗
などが静かに調和する
落ち着いた街の印象から
イメージ

清

寂

粋

祭

清浄感と素朴な自然を尊ぶ感覚の色

上品で成熟した街を表す閑寂な趣の色

モダンと洗練、渋みの中に光る色気

にぎやかに彩られた街のよろこびと祈りの色
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5 整備内容（建築性能等）
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